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【研究ノート】

ドイツの中小企業政策と地域経済

山本健兒
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1．はじめに

わが国では，西ドイツ時代も含めたドイツの中小企業政策の内容につい

ては比較的良く知られている。例えば，清成忠男（1983）は，１９８０年代

初めにおける西ドイツ中小企業の特徴と問題点を指摘し，この国の中小企

業政策が市場経済の担い手としての中小企業の育成によって「経済活'性化

と失業の克服」をめざすものであり，ＣＤＵ（キリスト教民主同盟）が

1982年に連邦政府の政権を握ってから積極的に推進されつつある，と述

べている。もちろん，ＣＤＵが政権を握っている州では，１９７０年代後半頃

から中小企業振興策が積極的に採られつつあったことも指摘している（清

成忠男，1983,pl9)。近藤義晴（1982）も，西ドイツ政府の資料に依拠
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して，「市場経済的生産様式の確保，補完，修正」（Ｐ４）たる構造政策の

中に中小企業政策が位置づけられていることを詳細に紹介した上で，清成

と同様のことを指摘している｡～〕

その後，近藤は西ドイツの中小企業政策について，1982年論文を踏ま

えつつ，研究開発と技術革新施策の側面から西ドイツの中小企業政策と

(近藤義晴1984)，技術開発団地（Technologiepark）建設を通しての

技術革新政策（近藤義晴，1985）を紹介した。また，新しい技術に対応す

る企業の創造支援という方向に中小企業政策を転換すべきだとする

Albachの所説を紹介し（近藤義晴，1987)，ラインラント・プファルッ

州の事例を踏まえて地域振興政策と中小企業との関連を問題にする論考

(近藤義晴，1989）を公表した。清成忠男（1990）もまた，新しい技術を

駆使する企業の創業支援という点に，近年のドイツの中小企業政策の重点

があることを，バーデン・ヴュルテンベルク州に着目して指摘した')。

吉田敬一（1993）も，現在のドイツの中小企業政策の重点が創業と技術

革新の支援にあることを論じ，連邦政府のそれは一般的枠組みの整備に力

点があるので州政府や都市自治体の政策を具体的に見ないとドイツの中小

企業政策は理解できないとして，特にベルリンの事例2）を詳しく紹介して

いる。なお，その具体例を述べる前に，今日的な意味での中小企業政策が

すでに1970年代のＳＰＤ（社会民主党）とＦＤＰ（自由民主党）の連立政

権下で構想されたこと，また西ドイツで最初の技術移転センターがルール

大学に設置されたことを指摘しており，政権党の違いと中小企業政策との

関連が清成の主張どおりでは必ずしもないことを読み取ることができる。

，以上の邦文文献の簡単なレビューから，ドイツの中小企業政策の概要は

我が国では良く知られていることが分かる。しかし，そうした政策が地域

経済の実態とどのようにかみあっているのかという問題は，必ずしも良く

知られているわけではないと思われる。というのは，これまでの研究は，

制度の解説や政策実施のために設立された機関の紹介に重点が置かれてお

り，地域経済の実態と政策との関連まで踏み込んだ調査研究がなされてい
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ろわけではないからである。

この点，ドイツでは，中小企業政策と地域経済の実態との関わりについ

て，踏み込んだ調査研究が経済地理学者を初めとする研究者によって行わ

れている。本稿の目的は，そうしたドイツ人研究者の既往の研究を紹介し，

その上で日本人研究者がドイツ中小企業研究を行う際にとるべき視点を探

るというところにある。ただし，ドイツ人研究者の研究成果を網羅的にレ

ビューするわけではない。ここで取り上げる文献の大半は1980年代の実

態を扱ったものでしかない。それゆえ本稿は，今後の研究展開のためのプ

ロローグとして位置づけられるにすぎない。

2．ドイツ中小企業の概観と経済政策におけるその位置づけ

本稿の主題に入る前に，手短にドイツ経済のなかで製造業部門の中小企

業がどの程度の比重を占めるのか概観しておこう。

(1)中小企業の定義・比重・地理的分布

近藤義晴（1996,ｐ333）によれば，ドイツでは中小企業概念の明確な量

的規定も質的規定もないとのことである。しかし，近藤は，中間層

表１コメルツバンクによる中小企業の規定

部門

工業

販売額 雇用者数

50人未満
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表２ドイツの企業規模と
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(Mittelstand）という概念が中小企業に相当するものとして用いられてお

り，所有と経営の一体性を意味するこの概念が，中小企業の質的規定とし

て一般に受け入れられていることを強調している。

この概念は実質的に中小，零細の商工業企業を意味している。コメルツ

パンクの資料によると，表１のような基準がMittelstandにあてはまる，

とＳｍｉｔｈ（1994,ｐ419）は述べている。他方，連邦経済省による中小企

業の定義はつぎのようになっている。小企業とは年間販売額が100万マル

ク以下，雇用数が49人以下の企業をさし，中企業とは年間販売額が１００

万～’億マルク，雇用数が50～499人の企業をさす。この意味での中小企

業は，1990年代初め時点の旧西ドイツ領域に１９０万あるが，大企業の数

は３６００ほどしかない。また，中小企業の雇用数は1200万人にのぼり，す

べての民間部門の企業によって雇用される人数の３分の２に昇っている。

また，すべての実習生の８０％は，中小企業によって訓練を受けている。

民間部門の国内総生産の５０％，総投資額の４０％が中小企業によっている。

(Smith,1994,ｐ420)。このように，ドイツ経済における中小企業の比重

はかなり大きなものであることが，Ｓｍｉｔｈ（1994）から読み取れる。

しかし，それは中小企業が一般に大きな比重を占める商業やサービス業

も含めた数値である。1987年に西ドイツで行われたセンサスをもとにし

て作成した表２から，製造業にあっては，従業員499人以下の中小企業の

比重は決して高くないことが分かる。同年の日本の製造業では，従業員数

499人以下規模の企業の比重が約７２％だったのに対して（清成忠男他，

1996,ｐ28)，西ドイツでは53％でしかなかったのである（表2)。しかも

西ドイツでは，経済成長を牽引してきた部門，すなわち化学，鉄鋼・機械・

自動車等，電気機械などにおいて，中小企業の比重が一段と低かったので

ある。

やや古い資料ではあるが，鉱工業の地理的分布を見ると，ノルトライン・

ヴェストファーレン州，バーデン・ヴュルテンベルク州，バイエルン州に

集積している（Ｎｕｈｎ＆Sinz,1988,ｐ69)。その中で，ハイテク関連は前
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2者への集中が顕著である（Sternberg,1995,ｓ206)。シリコン・ババリ

アの異名をもつバイエルン州への集積はさほど高くない。しかしイノベー

ション創造力のある企業の比率という観点から見れば，バイエルン州南部

とバーデン・ヴュルテンベルク州のシュヴァーベン地方の大部分とが，ほ

ぼ連続したハイテク企業の集積地域を形成していると言える（Grotz，

1989,Ｓ､267)。また，バーデン・ヴュルテンベルク州ではハイテク企業の

絶対的集積の大きな地域と相対的比率の高い地域とが，ほぼ同じ空間に，

すなわちシュトゥットガルトとその周辺に見出されるのに対して，ノルト

ライン・ヴェストファーレン州では絶対的集積の大きな地域と相対的比率

の高い地域とは一致しない。前者はデュッセルドルフとケルンの両大都市

圏に見出されるのに対して，後者はビーレフェルト，ミュンスター，アー

ヘン，ジーゲンなどの，いわゆるライン・ルールエ業地域から離れたとこ

ろに見出されるのである（Grotz,1989,ｓ267)。

以上のような工業全般の地理的分布に対して，地域内で中小企業が比較

的大きな比重を占めるのは，大都市圏ではなくｉ農村地域である。ノルト

ライン・ヴェストファーレン州はもちろんのこと，パーデン・ヴュルテン

ベルク州やバイエルン州でも，大都市圏に立地する鉱工業についてみると，

従業員規模100人未満の企業の就業者が地域内の鉱工業就業者数に占める

割合は１５％にも達していない。これに対して，農村部ではおおむね１５％

を超えている（Ｎｕｈｎ＆Sinz,1988,ｐ69)。

要するにドイツ経済を牽引してきた部門の製造業は，それも比較的大き

な企業は，大都市圏に立地しているという構図なのである。このことは，

中小企業と地域経済との関連を問題にするのであれば，大都市圏よりもむ

しろ，農村部に注目すべきであることを意味することになる。

(2)経済政策における中小企業の位置づけ

中小企業は，ドイツの経済政策の中でどのように位置づけられてきたの

だろうか。これについては，既に言及した邦文文献が多かれ少なかれ触れ
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ているので多くを述べる必要はない。ここでは，Ｈａｍｅｌ（1983）やＳｍｉｔｈ

(1994）に依拠して，筆者なりに整理するにとどめる。

周知のように，ドイツの経済政策は社会的市場経済の思想によって特徴

づけられる。社会的市場経済とは，その唱導者であるMUller-Armackの

規定によれば，「競争的経済を基盤にして，市場経済の成果によって保障

された社会的進歩に，自由なイニシアチブを結び付ける」ことを目的とし

ている（Hamel,1983,ｓ35)。この思想は，社会的統合も重視し，市場，

国家，社会集団という各々の領域の間の調整を追及すべきとしているが，

経済の領域では市場が基礎的な秩序調整原理であるともしている。という

のは市場こそが経済的自由と豊かさを最もよく保障するし，それゆえ社会

保障の多様なシステムのための土台となるからである。したがって，国家

は競争を促進する政策を取るべきであるとされる（Hamel，1983,ｓ､35-

36)。しかし，アングロサクソン的なモデルでのレッセフェールが重視さ

れるのではない。むしろ，競争的エネルギーが自由に行使されうる機会を

作り出す，という意味での競争促進政策が重視されているのである

(Smith,1994,pl7)。

中小企業政策に引き付ければ，経済力の集中，独占化への動きを持つ市

場経済の中で，集中化に対していかにして中小企業Mittelstandの存在を

保障していくかが問題となる。中小企業が活躍してこそ，競争に立脚した

社会的市場経済が維持されうると考えられているからである（Smith，

1994,ｐ､418)。それゆえ，中小企業に対する支援は，西ドイツでも伝統的

になされてきている。しかし，経済政策的な立場から中小企業が特に注目

されるようになったのは，1980年代以降のことである。その理由は，１９７０

年代に入ってから大企業の国内での雇用力が衰えてきたのに対して，中小

企業のそれはむしろ維持されたからである。

1970年代後半以降，西ドイツは国際的な競争，とりわけ新しい技術の

開発・応用をめぐる曰米との熾烈な競争を経験するようになった。と同時

に，世界市場をめぐる新興工業国との競争も激化してきた。また，1980
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年代半ば頃まで，西ドイツはそれまで経験しなかったほどの不況に見舞わ

れ，失業問題が最大の社会問題になっていた。１９８０年代初めは，失業率

を引き下げることが経済政策の最優先課題であるとされていた時代である。

その観点から，中小企業の雇用力が注目されたのである。表３から，製造

業における雇用は全体として下落してきたが，その下落を促進したのが大

企業，特に1000人以上の従業員規模を誇る大企業であることは明白であ

る。中小企業も雇用の絶対数は減少しているが，減少率は小さく，それ故，

製造業全体の雇用数に占める中小企業の比重は増大した。このような中小

企業の実態に着目し，雇用維持のためには中小企業を支援する必要がある

と考えられるようになったのである。

既に述べたように，中小企業は相対的に経済水準の低い農村地域の経済

的担い手であるという現実も，中小企業支援政策を政府が積極的に取る根

拠となっている。つまり，経済的に立ち遅れている地域の開発のための有

効な手段は，その地元に存在している中小企業を支援することであり，地

域の実'情とは無関係に事業所の設立・閉鎖を決定しうるところの，その地

域とは別の所に意思決定機能を置いている大企業に頼ることではないとい

う考え方である。いわゆる内発的開発が地域開発の重要な道であり，その

ためには中小企業を支援する必要があるという論理である。

このような経済的背景から，技術と研究開発が企業自身によって重視さ

表３製造業における企業規模別雇用シェア

１９７０l976B1977-１９８０ 企業規模

２０～４９人

５０～９９人

100～199人

200～499人

500～999人

1000人以上

1983年

7.8％ 

８．２ 

１０．０ 

１４．８ 

１０．３ 

48.9 

6709.1千人

5.6％、

６．９ 

9.3 

15.5 

11.2 

51.6 

5.8％ 

７．３ 

9.5 

15.4 

10.9 

51.1 

7.7％ 

８．２ 

9.6 

14.9 

10.7 

49.0 

7.3％ 

８．１ 

9.7 

14.8 

10.8 

49.2 

製造雇用数8396.5千人7199.5千人7346.7千人7462.7千人

出典：Ｂａｄｅ（1987,ｓ７２）
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れると同時に，政府の側からの経済政策としても，大企業と比べて独自の

技術開発力を持ち難い中小企業に対して技術面での支援を行う方法が重視

されるようになった。商品化のための研究開発自体は企業が行うべきもの

とされているが，新しい製品の開発と新しい生産技術のための基礎研究，

新しい応用分野での現代的技術の投入,既存の技術的知識の普及（技術移

転)，技術指向の若い企業の育成，という４つの分野は，政府が関与する

政策領域であるとされるようになった（Grotzll989,Ｓ､268)。

その際ｊ連邦政府は，原子力発電，宇宙航空，エレクトロニクスといっ

た大規模プロジェクトに関わり，州政府は，大学への資金供与（ドイツの

大学は基本的に州立）を通じて新しい技術の開発に貢献するという分担が，

1970年代半ばまではっきりと取られていた。しかしこの方式だと，政

府からの支援は，研究開発のための自己資金を持つ大企業に対してなされ，

中小企業がなおざりにされるという欠点があった（Grotz，1989,ｓ268)。

そこで，個々の州政府の施策として，中小企業に対する技術面での支援

が1970年代半ば頃からなされるようになった。バーデン・ヴュルテンベ

ルクがその最初である。1976年にたてられたイノベーション支援プログ

ラムの枠組みのなかで，1977年からプロジェクトに対する助成が開始さ

れた。これに続いて，ノルトライン・ヴェストファーレンとハンブルクが

同様の政策をとるようになった（Grotz,1989,ｓ269)。

3．技術指向の中小企業支援政策

(1)連邦政府の技術支援政策

連邦政府も又，1978年にその政策を転換し，中小企業のための技術面

での支援政策を進め始めた。その具体的内容をBundesministerfUr

Raumordnung,BauwesenundStadtebau（1986）によって紹介しよう。

まず，研究開発要員の人件費補助である。これは，研究開発要員の人件

費の４０％，１企業あたり１２万マルクを限度として補助するものであり，
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1979年から開始された。この施策は，１９８４年の連邦政府の決定により

1988年まで継続することが決まり3)，さらに，販売額や従業員数に照らし

た研究開発要員の増員に対する助成（成長助成）もなされるようになった。

この助成を受けることができるのは年間販売額5000万マルク未満，従業

員数500人未満の中小企業である。ただし，成長助成の方は年間販売額２

億マルク未満，従業員数1000人未満の企業に対してもなされ，その助成

限度額は，研究開発要員の増員分の人件費の５５％，２５万マルクまでとさ

れた。

この助成措置を1985年までに15,000を上回る企業が受けた。またその

援助額は２５億マルク弱に達した。実際の助成は，研究というよりも，開

発のための要員に対してなされた。平均的な研究開発要員数は4.5人であ

り，助成を受けた企業の半数以上は従業員100人未満である。その多くは

いわゆる投資財生産部門，すなわち機械工業に属し俳半数以上は大都市に

立地していた。農村地域には助成金額の13％しか割り当てられなかった。

助成対象となる企業は，次第に大都市近郊ないし都市近郊地域に立地して

いる傾向がみられるようになった（BundesministerfUrRaumordnung，

BauwesenundStadtebau,1986,ｓ76)。農村地域はこの施策の恩恵をあ

まり受けなかった，と言えよう。

第２に，委託研究に対する助成がある。年間販売額２億万マルク未満

の企業によって第３者に対して委託される研究開発が助成対象となる。そ

の第３者に対して支払われる報償金のうち３０％（ただし，５０００万マルク

未満の年間販売額の企業については４０％)，１２万マルクを限度として助成

されるのである。これは1978年から導入された制度であるが，１９８２年か

ら利用が大きく増加した。1984年からは，年間販売額５億マルク未満の

企業もこの助成を受けることができるようになった。こうして１９８３年と

くらべて1985年には，助成総額が３倍以上となった。1982年までに助成

を受けた件数の半数以上は，年間販売額2000万マルク未満の企業に対す

るものだった。また助成件数の３分の２以上は，従業員数250人未満の企
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業に対するものだった。機械工業や金属加工業に属する企業が，この制度

をよく利用した。その地域的分布は，研究開発要員人件費助成の場合と類

似しているが，農村地域や，伝統工業地域の比重が漸増する方向にあった。

ただし，1984年以降農村地域の比重は再び下がった（Bundesminister

fiirRaumordnung,BauwesenundStadtebau,1986,ｓ77)。

第３に，イノベーションコンサルティングに関するパイロットプロジェ

クト（技術支援機関・技術コンサルティング機関の設立運営）への助成が

ある。パイロットプロジェクトたるイノベーションコンサルティング・技

術移転機関が１９７０年代から全国で設立され，活動するようになった。こ

の機関の主たる担い手は商工会議所，手工業会議所，ドイツ経済合理化監

督局（RationalisierungskuratoriumderdeutschenWirtschaft）であ

る。ほとんどの州政府も，技術コンサルティング機関や経営コンサルティ

ング機関を設立している。連邦政府は1976年以降，そうしたパイロット

プロジェクトを助成する役割を担ってきたのである。そうした機関からの

恩恵を，特に農村地域に立地する中小企業が受ける，と期待されている。

約２０の大学と２０の工科短期大学（Fachhochschule）に設立された技術

移転サービス所も含めて，１９８６年当時の西ドイツ全国で約１７０の技術移

転サービス所やイノベーションコンサルティング機関が活動するようになっ

た。さらにいくつかの州では，より掘り下げた技術的・経営的コンサルティ

ングを行う工科短期大学がある（BundesministerfUrRaumordnung，

BauwesenundStadtebau,1986,ｓ77-79)。

第４に，連邦政府と州政府の共同課題「地域経済構造の改善｣4)という

政策のなかに，イノベーションに関連する追加支援というものがある。

1981年以来，この政策のもと，経済構造の改善を図るべきと指定された

地域で研究開発などの高度な職場が作られ，少なくとも５年間働く人員

を有するような投資がなされるならば，その投資に対して，一定の条件の

もとで補助金が支給されている（BundesministerfiirRaumordnung，

BauwesenundStadtebau,1986,ｓ80)。
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連邦政府の中小企業支援政策は，以上の叙述から分かるように，決して

CDU政権下でなされ始めたというわけではない。また，すべての中小企

業というよりも，農村地域に立地する中小企業への技術支援が特に期待さ

れていたと言えよう。

(2)地方政府等の技術支援政策

Schiitte（1985,ｓ147）によれば，州政府の技術支援政策は，イノベー

ションの企画に関する資金助成，技術移転の支援の２つがある。都市レベ

ルの自治体も含めれば，上の２つに技術指向の起業支援を含めた３つの領

域から，地方政府の中小企業支援政策は構成されていると言えよう。以下，

順次これらについて解説しよう。

ａ・資金助成

資金助成に関する具体的内容は，Schiitte（1985,ｓ50）によれば以下

のとおりである。

．新しい製品を初めて製造するか，あるいは新しい生産技術を初めて応

用する，新しい企画が支援対象となる。

・その企画は技術的に見て成功することが確実であり，中期的に見て経

済的な利用が期待されるものであること。

・その企画は国民経済的な意義を持っていること（経済全体からの需

要があること，経済効率あるいは経済的な生産力の大幅な上昇が見込

まれること)。

・その企画はコストがかかるので，仮に支援がなされなければその企

画が全く実行されえないか，または実行が大幅に遅延する恐れがある

こと。

・その企画は，助成する州の領域で行われること。

このような技術支援政策を州別に整理したのが，表４である。

当時の西ドイツの中では，ヘッセン州だけが資金的な面からの技術支
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表４州別にみた技術支援のための資金助成

州名 内容

1979年までに145の企画に対して３６００万マルク

の助成金

1982年までに３４３のプロジェクトに対して２億

200万マルクの助成金(イノベーションの応用,市

場への導入も助成対象となる)。サービス業も支

援対象。

1984年までに２２のプロジェクトに対して２６４万

マルク。

1981年までに１６の企画に対して４６万マルク。

サービス業も支援対象｡ただし医者と弁護士を除

く自由業。

1983年までに５６の企画．

1977年バーデン・

ヴュルテンベルク

1978年ノルトライン・

ヴェストファーレン

ハンブルク 1979年

1979年ザールラント

1980年

1980年

1980年

バィェルン

ニーグーザクセン

ベルリン 1980年1984年までに４３の企画に対して５６０万

マルク（研究支援基金)。

1984年までに２５のプロジェクトに対して１１００

万マルク。サービス業も支援対象（イノベーショ

ン基金）。

1984年までに１００のプロジェクトに対して４００

万マルク。サービス的自由業も支援対象。

１件につき３万マルクを限度とする。

1982年

1981年シユレースヴィヒ・
ホルシュタイン

ブレーメン

ラインラント・

プファルツ

1982年

1984年

出典：Schiitte（1985,ｓ150）

援政策をとっていなかった。なお，以上の資金助成は主として中小企業を

対象としているが，バイエルンとブレーメンでは販売金額面での制限はな

く，ノルトライン・ヴェストファーレンとラインラント・プファルツでは

一定の条件のもとで大企業も援助を受けることができた。これに対してバー

デン・ヴュルテンベルクとザールラントでは販売額２億マルク未満の企業

が，ベルリンでは5000万マルク未満の企業が資金援助対象とされた。他

の州は，中小企業概念を規定していない（Schiitte,1985,ｓ150-151)。
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資金援助は，補助金として，条件付き償還のありうる贈与として，ある

いは無利子の貸付金として融通される。融資金額は，州によって大きく違

うが，プロジェクトのコストの３３％から６０％がカバーされる。これは，

地域開発政策として採用されている支援政策，すなわち共同課題「地域経

済構造の改善」政策で指定された助成対象地域に立地する場合に，その事

業所に対してなされる融資率（１５～25％）を大きく上回っている。バーデ

ン・ヴュルテンベルク，バエイルン，ベルリン，ラインラント・プファル

ツ，ノルトライン・ヴェストファーレンでは融資総額に制限が設けられて

いない。ブレーメンとシユレースヴィヒ・ホルシュタインでは５万マルク，

ハンブルクでは２５万マルク，ニーダーザクセンでは３０万マルク，ザール

ラントでは３５万マルクが限度とされている（SchUtte,1985,ｓ151)。

開発段階，すなわち応用可能なプロトタイプの作成をもって終わる段階

を越えて，応用段階まで助成するのがバイエルン，ノルトライン・ヴェス

トファーレン，ベルリン，バーデン・ヴュルテンベルクである。バーデン゛

ヴュルテンベルクではＥＣ域内でまだ応用されていない新製品，新生産技

術でなければならないが，バイエルンでは既に応用されている技術であっ

ても，それがまだわずかな場合には支援の対象となっている。ノルトライ

ン・ヴェストファーレンとベルリンでは支援の幅が最も広く，新しい技術

の知識の探求から，新しい生産物や新しい生産技術への転換，市場開拓や

新技術のデモンストレーションによる普及まで助成対象となっている。し

かもすべての段階を当該企業自身だけでやる必要はなく，ノルトライン・

ヴェストファーレンでは他企業と協力する場合も助成対象となりうる

(Schiitte，1985,ｓ151)。

ｂ・技術移転の支援

州政府による技術移転の支援政策で先駆をなしたのはパーデン・ヴュ

ルテンベルク州である。この州では，包括的な「イノベーション助成プ

ログラム」が1976年に作成され，開発プロジェクトに対する州政府から
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の直接的助成，応用プロジェクトに対する直接的助成，技術に関するコ

ンサルティング，技術移転を組織するという間接的助成が進められるよ

うになった。また，大学や工科短期大学の研究者による技術コンサルティ

ングサービスは，すでに１９６０年代末から始められていた（Schiitte，

1985,ｓ､148-149)。特に，州内の工科短期大学には技術コンサルティング

サービス所が設立され，中小企業に対して技術上のコンサルティングがな

されてきている。同様のサービスはドイツ経済合理化監督局でもなされる

ようになった。商工会議所として技術コンサルティングを最初に始めたの

はハイデルベルク（バーデン・ヴュルテンベルク）とコーブレンツ（ライ

ンラント・プファルツ）である。

技術とイノベーションに関するコンサルティングを中小企業に対して行

うことはｉ次のような意義を持っている。コンサルティングによって，中

小企業は研究開発に関する新しい知識に容易にアクセスでき，新しい技術

的知識を経営実践に素早く応用し，新しい生産物の開発とマーケティング

ができるようになる。そのことによって，事業所は技術的な構造転換に適

応できるようになるし，より多くの企業がイノベーション活動への刺激を

得ることになる。イノベーションへの熱意，能力を高めることがコンサル

ティングという支援政策のポイントである，とされている。

コンサルティングの内容はつぎのとおりである。

①ライセンス，特許肌技術の現状，支援の可能性に関する情報提供。

②コンサルタント，研究機関，関連企業の紹介。

③立ち入った問題の分析や，さらに進んだ作業のためのコンサルティ

ング，解決方法の提案。いずれもコンサルティング時間の長さによっ

て短時間のコンサルティングとインテンシヴなコンサルティングとに

分けられる。（SchUtte,1985,ｓ152)。

州別にみたコンサルティングのための具体的な資金援助は，表５に示さ

れている。上の①はすべての州において無料でなされる。③のうち，最初

のコンサルティングは５時間まで無料であるし，短時間のそれは半数の州
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で無料だが，他の州ではコンサルティングを求める企業がそのコストを負

担しなければならない。それは企業の年間販売額によって異なり，１曰料

金の２５％，５０％，７５％と段階区分がされている。

コンサルティングを行う人は，これを専門とする人や，大学や工科短期

大学の研究者である。工科短期大学にコンサルティングサービス所がある

のは，バーデン・ヴュルテンベルク，ノルトライン・ヴェストファーレン，

シユレースヴィヒ・ホルシュタイン，ザールラント，ハンブルクの各州で

ある。バイエルンにはコンサルティングサービス所という施設はないが，

中小企業に対してコンサルティングをする大学講師が任命されている。ラ

インラント・プファルツとニーダーザクセンでも大学研究者のノウハウを

企業のためのコンサルティングに利用する可能`性が作られた（ScMtte'

1985,ｓ152)。

1980年代半ば時点でのコンサルティングサービス所の全国的配置ネッ

トワークは図１に示されている通りである。配置はおおむね，大都市圏な

いし都市地域に限定されている。しかし，バーデン・ヴュルテンベルク州

だけは，農村地域にも広く分布している。

大都市では１つの場所に，様々な運営主体による複数のコンサルティン

グサービス所が設けられていることも特徴的である。これは一方において，

コンサルティングサービスの特殊化，専門化を反映するとともに，他方で

はコンサルティングサービス所の過剰な設置という面も持っている。その

ため，コンサルティングを必要とする中小企業からすれば，どこに相談し

たらよいか分かりづらくなっている，という問題もある。

最近年におけるコンサルティングサービス所の全国的配置ネットワーク

は図２に示されている。これは大学や工科短期大学も含めて知識移転施設

(Wissenstransfereinrichtung）という表現で示されているが，ドイツ全

国の中で，バーデン・ヴュルテンベルク州への集積が顕著であることが一

目瞭然である。同時に，主要大都市圏にもさまざまな機関によるコンサル

ティングサービス所の集積がみられることも分かる。
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このようなコンサルティングサービス活動は，かなり実を結んでいると

思われる。1984年時点での研究によると，コンサルティングが実を結ぶ

比率は９０％に昇っているとのことであった。なお，資金助成と技術移転

という２つの施策のうち，新しい技術への適応という点でより効果がある

のは後者の方だとのことである。もっともそれには，直接的なコンサルティ

ング活動だけによるのではなく，メッセ，会議，専門雑誌，特許広報など

への関心の向けかたが，技術上のコンサルティングを受ける企業において

より顕著である，という意味もある（Schiitte,1985,ｓ154)。

技術移転の支援政策では，わが国でもしばしばシュタインパイス財団

(Steinbeis-Stiftung）を事例にして，バーデン・ヴュルテンベルク州の

政策が紹介されている。しかし，その実態については必ずしも十分紹介さ

れてきたとは言い難い。そこで，Grotz（1989）やWittmann（1987)，

さらにインターネットでの情報にも依拠して，バーデン・ヴュルテンベル

ク州とシュタインパイス財団の活動を紹介しておこう。

既述のように，バーデン・ヴュルテンベルク州政府は，1976年にイノ

ベーション支援プログラムを作成した。これには開発の企画，製作施設，

応用指向の研究，技術コンサルティング・技術移転という４つの政策領域

がカバーされていた。州政府は1982年に政策の見直しを行い，１９８４年に

新しい経済支援プログラムを策定した。このプログラムでは，中小企業支

援，地域開発，技術支援の３つが統合され，その中で技術支援が中心的地

位を占めることとなった（Schiitte，1985,ｓ､158)。

他方，１９世紀後半にヴュルテンベルク地方で技術面での工業支援に功

のあったフェルディナン卜・フォン・シュタインパイス（Ferdinandvon

Steinbeis）にちなんで，1971年に設立されたシュタインバイス財団は，

主として中小企業のための技術コンサルティングを行ってきた。当初，そ

のための場所が５個所設置され，これらは工科短期大学の教授によって運

営された。パーデン・ヴュルテンベルク州政府によって１９８２年に設置さ

れた「技術移転のための州政府による応嘱者」（Regierungsbeauftragte
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fUrTechnologietransfer）という職務は，多くの点でシュタインパイス

財団の意図に一致するものだったので，両者は協力して活動することに

なった。実際，応嘱者に任命されたＬ６ｎ教授は，同時に財団の理事長を

勤めることになり，現在までその２つの職務に就いている。したがって，

シュタインパイス財団の活動は，「技術移転のための州政府による応嘱者」

の活動と同一であるとみなしてもよい（http://www,stwde/の情報によ

る)。

財団の活動によって，中小企業が技術・知識に対して持っている心理

的障壁と距離的障壁が取り除かれると期待されている。州内に立地して

いる１６すべての工科短期大学で，財団によるコンサルティングサービス

が行われているが，このコンサルティングを経由して，中小企業は財団

の施設，すなわちシュタインバイス財団の技術移転センターとコンタク

トを持つことができる。技術移転センターはほとんどの場合，工科短期

大学に付設され，特定の技術領域での具体的な問題解決のために活動し

ている。

財団自身は，中央機関と支所からなる。中央機関では少数の質の高い

研究員・相談員が，問題に応じて，誰があるいはどの研究機関や企業が

適切な技術提供者であるか，助言してくれる。要するに調整と水先案内

人の役割を果たす。これに対して支所は，分散的に配置され，相当の自

立性を認められて活動している。上述のように，その多くは工科短期大

学と協力している。支所は，1980年代半ばにおいて，１６の技術コンサル

ティングサービス事務所，２２の技術移転センター，南西ドイツ経済支援

研究所5〕，新コミュニケーション技術調整事務所6)からなっていた。

シュタインバイス財団の技術移転センターの設立運営資金は，まずそ

の開設のために３０～40万マルクの補助金を州経済省から得てなされる。

しかし，それは開設されてから２年間以内だけ，申請を経て得られるに

すぎない。２年後以降，センターは研究を委託する企業からの支払いで

運営される。委託金で運営することが不可能になれば，センターは閉鎖
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される。技術移転センター１か所あたりの平均販売額は約30万マルクで

あり，そこでは２～３人が働いている。1984年にはこのようにして１９００

件の開発企画が受託され，750万マルクの販売額を挙げた。他方，技術

コンサルティングサービス事務所はもっぱら受託研究からその運営資金

を賄う。財団の中央機関で働く人々の人件費や基礎財源は，財団の基金

の利子から得られる（Wittmann,1987)。

1980年代半ば当時，技術コンサルティングサービス事務所と技術移転

センターに配置されている３８の支所では，９０人の正規職員（技師，情

報科学者を含む）のほかに，５００人を超える研究者が協力していた

(Wittman，1987,ｓ､91)。他方，インターネットを通じて得た情報によれ

ば，シュタインバイス財団の人員は，そうした研究協力者も含めて１９８５

年に千人を，1988年に２千人を，そして1994年に３千人を越えた。１９９５

年現在，約3700人の人員のうち，６２％が技術分野のコンサルティングや

研究に従事し，工科短期大学の教授が１８％，学生が14％を占めるという

構成になっている。この人員の増加ぶりは，コンサルティングがますま

す活発化していることを反映するものと考えられる。１９９５年に実施され

たプロジェクト件数は23,937件に上り，そのうち６５％がコンサルティン

グ，１９％が研究・開発となっている（http://www・stwde/の情報による)。

当然のことながら，技術移転センターの数も急増している。1980年代末

時点までにそれは５０に増え（Grotz，1989,ｓ269-270)，１９９５年になると

８２の立地点に２５８という数に達した。このうち１９６のセンターがバーデ

ン・ヴュルテンベルク州内にある（http://www・stw・de/のＩ情報による)7)。

以上のようなシュタインパイス財団の成長ぶりは，とりもなおさず中

小企業への技術移転が成功していることを意味すると考えられる。しか

し，後述のように，地域との関連で全く問題がないわけではない。

c・技術指向の企業設立支援（テクノロジーパーク）

新しい技術を駆使する企業の創設を，テクノロジーパークというイン
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表６テクノロジー・創業者センターの設立者の目的

都市自治体：老朽建築物の修復，技術移転の促進，地域の経済構造の改善

州政府：将来性ある工業の支援，新しいハイテク職業の創出，若い技術

指向企業のために有利な環境をつくりだすこと

大学：卒業生のための職場の創出，技術移転，学生のための実習の場

の確保

大学以外の：技術移転
研究機関

ベンチャー：ファイナンスの新しいタイプの実験，新しい顧客の獲得,利潤，

キャピタル企業威信の上昇
銀行：利潤，企業のコントロール

投資家：利潤，新しい拡大しつつある企業の獲得（吸収)，顧客や取引

業者の助成，威信の獲得

商工会議所：地域の経済構造改善，イノベーションセンターから中小企業へ

の技術移転の支援

出典：Stemberg（1990,ｐ・'08）

キュベータによって支援するという政策を比較的早くから採ったのは，

ノルトライン・ヴェストファーレン（1978年）であり，これにベルリン

(1982年)，バーデン・ヴュルテンベルク（1983年)，ブレーメンが続い

た。このような州レベルのイニシャチブを受けて，連邦研究技術省は

1984年に1640万マルクの予算を計上し，この種の企業創設のための枠

組み的条件に関する知見を得るための仕事を開始した。その結果，つぎ

のような段階を経て，技術指向企業の創設支援がなされることとなった。

第１段階：技術と市場の両面でのコンサルティング，９０％の補助。

第２段階：開発コストの補助（75％）

第３段階：ベンチャー企業への出資（80％まで）を通じてスタート

アップと市場開拓を支援。

ただし，この支援政策は，当面，ルール地域，レーゲンスブルク，ベル

リン，ハンブルク，ザールラント，カールスルーエの各地域に限定され

た（Schiittel985,Ｓ157)。
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1983～85年設立のセンター 1986～87年設立のセンター

２４ 

５０ 

４０ 

2,159 

1,736 

４ 

７０ 

センター数

平均雇用者数

その標準偏差

平均面積ｍ２

その標準偏差

発進した企業の数

その雇用者数

２９ 

１６７ 

１４６ 

8,683 

16,847 

５２ 

６０６ 

出典：（Grotz，1989,ｓ271）

テクノロジーパークは，個々の企業に対する資金面での直接的な支援

ではなく，土地，建物，サービス施設，コンサルティングを通じて，技

術指向企業の設立の初期段階を，容易にしようというものである。これ

によって，大学，大学以外の研究機関，大企業の研究所等の領域から，

企業設立意欲を引きだそうというものである。技術指向企業の創造ポテ

ンシャルを高めることが目的だが，既に活動している企業も視野にいれ

ている。なお，Sternberg（1990,plO8）は，テクノロジー・創業者セ

ンターに関わる様々な経済主体の意図を表６のように整理している。

1985年４月段階での既設，建設中，計画中のテクノロジーパーク（テ

クノロジーセンター）の分布は図３のとおりである。但しこの中には，

先端技術の開発を目的とし，研究施設と直接関連を持つ（アメリカのシ

リコンバレーのような）テクノロジーパークだけでなく，新しい技術の

応用を指向する団地も含まれている。

その後，テクノロジーパークはテクノロジー・創業者センターと総称

されるようになり，1988年現在で西ドイツ全国に５３ケ所（Grotz，1989,

ｓ270-271)，1992年現在ではもっと増えている（図４)。これらのセンター

は，都市自治体，郡，商工会議所，企業，様々な団体のコンソーシアムに

よって設立，運営されている。また，これに連邦政府や州政府が補助金を

支出している。
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テクノロジー・創業者センターには，ここで活動する企業者たちのため

に共同利用の会議室，事務サービスがあるが，食堂，簿記サービス，工場

などは稀である。ここで活動することが許された企業者は，その前に厳し

い審査を経たということで，政府や民間からの融資を得やすいという利点

を持つことになる。センターのマネージャーは，ここで活動する企業者に

対して外部機関からのコンサルティングやコンタクトの斡旋をする。セン

ターでの活動機関は，５年間に制限されている場合が多い。その後，企業

者は製造段階に入ることが要請され，独り立ちすべきであるとされている。

テクノロジー・創業者センターに入居している企業の業種は，ハイテクエ

業が典型的であるが，その他に，ソフトウェア，技術サービス企業，研究

所もある。初期に設立されたセンターは，後に設立されたものよりも規模

的に大きい（表7)。

テクノロジー・創業者センター全体で見ると，1987年時点で２２万平方

メートルが賃貸され，その半分は４９０の新設企業（2674人の雇用）に対

して，残りの半分はそれ以前に設立されていた３８９の小企業（3044人の

雇用）に対して賃貸されていた。つまり，入居している企業の平均雇用数

は6.5人，平均賃貸面積は250平方メートルだった。（Grotz,1989,ｓ270）

4．技術指向の中小企業支援政策の問題点

ところで，テクノロジー・創業者センターの地域経済への効果を疑問視

する見解を，パーデン・ヴュルテンベルク州の中小企業研究を長年続けて

きたボン大学のグロッツ教授が示している。まず，技術指向の新設企業の

すべてがテクノロジー・創業者センターに入居することを目指すわけでは

必ずしもない。パーデン・ヴュルテンベルク州において，テクノロジー・

創業者センター以外のところで１９７８年から1985年の間に新設された２６

企業に関する調査によると，これらは，テクノロジー・創業者センターに

入居している企業よりもかなり大きく，平均雇用数は１５人，事業場面積
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は平均して638平方メートルに昇っていた。この数値は，テクノロジー・

創業者センターから発進した企業の平均値（１２人）と類似している

（Grotz,1989,ｓ270)。

上の調査は，同期間にテクノロジー・創業者センターに入居して設立さ

れた１２の技術指向企業も調査したものであるが，合計３８の企業のうち，

１８は同じ工業部門の別の企業で管理職にあったか，あるいは研究開発部

門で働いていた人が創設したもの，すなわちスピンアウトである。また９

つは国立ないし州立の研究機関から独立した人が起こしたもの，すなわち

スピンオフである。技術指向企業の立地要因として特に重視されているも

のは，質の高い労働力，大学か工科短期大学に距離的に近いこと，交通の

便がよいことの３つである。しかし，大都市圏ではより良い労働条件を提

供できる大企業との競争のため，そうした小企業は質の高い労働力を得る

ことが困難である。大学に近いことが重視されるのは，創業者がかつて大

学で働いていたとか，大学とのコンタクトが必要だという理由もあるが，

学生を安価な労働力としての実習生として雇うことが容易になるからでも

ある。そうした学生実習生のなかには，正規の同僚になる者もいる。上の

３つの立地要因のうち，最初の２つは，このような意味合いにおいて理解

される。なお，調査対象となった技術指向企業の多くは，経営のためのイ

ンプットこそ地域内ないし州内に求めているが，その市場は連邦全域，あ

るいはＥＣ全域を目指している。また，技術指向企業はシュトゥットガル

トとカールスルーエでより多く発生し，大学があるといってもハイデルベ

ルク，ウルム，フライブルクではさほどでないし，農村地域ではさらに弱

い（Grotz，1989,ｓ271-272)。

技術指向企業は，１年間に創設される製造業企業のうち1～5％にとどま

る。つまり，西ドイツ全体で250～400の技術指向企業しか誕生しない。

しかも技術指向企業のうちかなりはテクノロジー・創業者センター以外の

ところで誕生しているので，技術指向企業の誕生にテクノロジー・創業者

センターはインキュベータとしてさほど大きな役割を果たしているとは言
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い難い。また，技術指向企業は失業の軽減にもさほど大きな役割を果たす

とは期待しえない。従業員の３分の１から２分の１はアカデミカーであり，

年間の雇用増も１社あたりわずか0.8～1.7人でしかないからである。さら

にそのような技術指向企業が成功すれば，新しい製品の登場や合理化の進

展のために，職場がなくなる人も出てきうるからである（Grotz，1989,

S､271-272)。

テクノロジー・創業者センターについては，Sternberg（1986;1988；

1989;1990）も詳しい研究を行っているので，その調査結果も紹介してお

こう。

Sternberg（1986）は，1986年３月に行った４３のテクノロジー・創業

者センターに関する調査（回答数は33）によって，つぎのことを見出し

ている。連邦と州の共同課題で助成地域として指定された地域に立地して

いるテクノロジー・創業者センターは1０（30.3％）にすぎない。調査対象

のうち７３％が有限会社組織をとっている。都市自治体が主たる設立者で

あるが，自治体が単独で設立したものは12，他の経済主体と協Ⅱ力して設

立したものが１３あった。完全に民間企業だけで設立したものも６つあっ

た。調査対象の８２％は既存の建物を使って設立された。その改修のため

に，平均して290万マルクのコストがかかった。建物を新築して設立され

たものは7つあり，その建設コストは平均720万マルクだった。センター

に入居する企業が払う賃貸料は，それが立地している都市の平均的賃貸料

水準というものが，調査対象の６９％に達した。その水準は，lか月０～

15.25マルク/ｍ２の範囲に収まっていた。（Sternberg，1986,ｓ533-534）

テクノロジー・創業者センターの経営のために働いている人員は1人から

7人の規模であり，専任のマネージャーがいるのは７２％でしかない。入居

している企業に対するサービスについてみると，コンサルティングの程度

に関してはさまざまであるが，共同利用施設（秘書，電話交換台）はおお

むねよく整備されている。（Sternberg,1986,ｓ533-534）

テクノロジー・創業者センターが受け入れたいと考えているのはイノベー
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ション指向企業であり（70％)，単なる創業でもよいとしたテクノロジー・

創業者センターは，全体の１５％にすぎない。入居の際の審査は，主とし

て企業の生産物や提供サービスの質と，技術指向の程度である。調査対象

となった３３のテクノロジー・創業者センターに入居している企業の数は

402である。このうち３２％が，創設時に入居した。入居率（テクノロジー・

創業者センターの空間利用率）の平均は73％，レンジは２０％～100％と必

ずしも十分利用されているわけではない様子がうかがえる。（Sternberg，

1986,ｓ､533-534） 

Stemberg（1988）によると，1987年１０月までの調査の結果，テクノ

ロジー・創業者センターの設立ラッシュは1985年と1986年に発生し，

1987年になると設立数が５つにとどまった。テクノロジー・創業者セン

ターに入居している企業の市場は，必ずしも全国的ないし国際的なもので

はない。それが立地する都市内に市場が限定されている企業の割合も小さ

くないし，州内にとどまる比率が入居企業の４０～50％というテクノロジー・

創業者センターも少なくない（Sternberg，1988,ｓ172の図)。

Sternberg（1989）は，1988年に３１のテクノロジー・創業者センター

に立地している１７７の企業に対して行った調査の結果を紹介している。こ

の調査から，入居企業は表８に示したような問題点を抱えていることが明

かとなった。

また，テクノロジー・創業者センターに立地するメリットとデメリット

は，以下の通りであることも明らかにされた。

メリット

固定資本費用の軽減

センター内の他企業とのコンタクト

公的資金の助成を得られるチャンスが大きい

イメージの上昇（宣伝）

センター設立者が有するコンサルティングサービスへのアクセスがよい

近くにあるＲ＆Ｄ機関とのコンタクト
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表８テクノロジー・創業者センターに立地する企業が抱える問題点

回答企業数に

対,する比率

60.0％ 
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出典：Sternberg（1989,ｐ685）

賃貸スペースのフレキシビリティ

管理業務の軽減

センター経営者からの経営上のコンサルティングを得やすしⅢ

地域の経済的インフラストラクチャーへの統合度が高まる

デメリット

センターが満杯になった場合には拡張する余地がなくなる

都市内での地理的位置が不便，コストが高い，センター経営者による

規制など

見学者やインタビューなどが多く，仕事を邪魔される

センターの悪いイメージ

スペースが狭いため，入居企業同士がこれをめぐって競合

センター内の他の企業との競争Sternberg（1989,Ｐ､687）

わが国で大きな関心を持って紹介されてきたドイツのテクノロジーセン

ターが，必ずしも順風万帆ではないという様子がここからもうかがえる。

技術移転の支援についても問題がないわけではない。Grotzは，ドイツの

ハイテク地域の1つであると同時に機械工業の中小企業の伝統があるテュー
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ピンゲン，ロイトリンゲン，バーリンゲンなどの小都市を中心とするバー

デン・ヴュルテンベルク州ネッカー・アルプ地方に立地する機械工業の中

小企業を調査した結果，シュタインバイス財団の技術移転センターが地域

内に２か所あるにもかかわらず，中小企業と技術移転センターとのリンケー

ジは弱いものでしかないということを見出した。調査対象企業５１社のう

ち，18社はセンターと全くコンタクトがなかったし，コンタクトを取っ

たことのある３３社も，コンタクトの総件数７７のうち地域内に立地してい

るセンターとのコンタクト件数は２２でしかなかった。しかも，コンタク

トの大部分が簡単なコンサルタントだったとのことである（Grotz，1993,

pp8-9)。グロッツ教授は，技術移転センターが厚く集積しているという

ミリューと，個々の企業の技術革新行動とが必ずしも対応していないとい

うことを示唆しているのである。

5．おわりに

東西ドイツ統一後，ドイツにおける技術面での中小企業支援政策の重点

は，旧東ドイツ領域に移ったかのように見える。その政策がどれほどの効

果を挙げているか，残念ながら筆者は押さえていない。しかし，他方で，

曰本と同様にドイツでは，製造業の空洞化がStandortDeutschlandとい

う標語のもとに問題視されてきている。１９８０年代に積極的に展開された

技術指向の中小企業支援政策が，空洞化問題にいかに対処しえたのか，あ

るいはいないのか，これもまた筆者は押さえていない。上に紹介したドイ

ツ人研究者の研究蓄積から推測するならば，必ずしも明るい展望があると

は言えないように思われる。

事実，連邦経済省によれば，1996年４月末日現在の旧西ドイツ領域に

は，従業員20人以上の製造業（鉱業と採石業を含む）企業で雇用されて

いる人員は約600万人弱であるが，これは1995年４月末日と比べると２０

万７千人，3.4％の減少である。販売総額は6.6％，国外での販売額は１１．６
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％増加したにもかかわらず，雇用は減退しているのである。ちなみに旧東

ドイツ領域では２万８千人，4.6％の減少で約60万人弱という雇用数になっ

ている（http://www-ｂｍｗｉｂｍｗｉ・de/news/)。中小企業に新しい技術を

移転し，それによって雇用問題の解決を図る，あるいは少なくともこの間

・題の軽減を図るという施策は，必ずしもうまく機能していない可能性があ

るのである。1980年代に議論された技術指向の中小企業支援政策は，雇

用問題との関わりや，農村地域の経済構造の改善という政策課題との関わ

りを持っていた。すでに本論で述べたように，農村地域に立地する中小製

造企業への技術移転支援機関が厚く整備されているのは，わずかにバーデ

ン・ヴュルテンベルク州だけである。しかも，この州に立地する中小製造

企業は，必ずしも最寄りの技術移転支援機関を有効に利用しているわけで

はない。

もちろん，上のような数値や調査報告だけに基づいてドイツの中小企業

政策の適否を議論することはできない。中小製造企業はそれだけで存在し

ているのではなく，大企業や他の部門の企業，さらには他の国に立地する

企業との関係の中で生きているのであり，このような質的な側面がどのよ

うに変化しているのか，そのような変化を受けて企業間の，あるいは企業

とこれを支援すべきとされている諸機関との間のネットワーク構造が変化

しているのかどうか，その変化と政策がどのように関わっているのかとい

う点もあわせて考察する必要があるからである。

東西ドイツ統合によって旧西ドイツ領域で展開されてきた技術指向の中

小企業支援政策と中小企業それ自体が，どのような影響を受けたのか，ま

たＥＵ統合やグローバリゼーションの進行とも関わる空洞化問題に中小企

業がどのように対処しえているのか，という問題もある。これらと上述

の諸問題は，ドイツの研究者たちによっても，まだ十分明らかにされてい

るわけではない。これらの問題を現地研究によって明らかにする必要があ

ろう。激変する世界経済のなかで，わが国の中小企業がどのような道を歩

むべきか，何らかのヒントが得られるであろうと期待するからである。
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付記：本稿は平成９年度文部省科学研究費補助金，基盤研究(○（課題

番号09680168）による研究成果の一部である。

〈注〉

l）この論文は，清成忠男（1993,pp221-235）に，ほぼ同文で所収されている。

2）ベルリンの事例については三井逸友（1995,ppl56-160）も紹介している。

3）この措置が1990年代も継続されているかどうか，筆者は確認していない。

東西ドイツ統合後に刊行された『地域整備報告」の中で研究開発を扱った部分

には，中小企業のための技術支援政策も言及されているが，それは旧東ドイツ

領域に立地する企業に重点をおいたものであり，しかも研究開発要員のコスト

補助についてはなにも言及がない（BundesmmisteriumfUrRaumordnung，

BauwesenundStadtebau,1994,ｓ176-180)。なお，1980年代のこの政策に

ついては，K1ein（1980）とRecker＆Schiitte（1982）も参考になる。

4）この政策については，石井素介（1988）を参照されたい。

5）南西ドイツ経済支援研究所は，南西ドイツの経済的社会的プロセスを，他の

研究機関と協力して分析し，行政，科学，経済に対して，その報告書や鑑定書

などによって支援することを任務としている。

6）新コミュニケーション技術調整事務所は，コンサルティングや補習教育の機

会に関する情報収集とその普及，情報・コンサルティング活動の仲介，既にな

されている情報・コンサルティング活動の支援を任務としている。

7）同じインターネットの情報で，技術移転センターの数は270，うち200がバー

デン・ヴュルテンベルク州内に立地しているという，別の数値も掲げられてい

る。
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